Governance System of Japan Broadcasting Corp. (NHK) and the Function of Audit Committee by 上村 達男
日本放送協会（NHK）のガバナンスと監査委員会の機能について（上村）　　1
一　はじめに



















2　　早法 91 巻 1 号（2015）
は任期満了を前にして、今後の NHK のあり方を NHK 自身が考える際の
資料としていただくことを思い、「NHK のガバナンスと監査委員会の機
能について」と題する論文を経営委員会に残してきた（http://www.nhk.






































































法上、取締役会は明白に「業務執行の決定」を行う（会社法362条 2 項 1
号、416条 1 項 1 号）とされているのとは状況が異なる。放送法が定める経
















































ついては、平成26年 4 月22日開催の1212回経営委員会議事録（ 5 月16日
公表）参照（このやりとりは、一見まともな議論のやりとりのように書かれ
ているが、実際は一貫して会長は怒鳴り声を発していた）。





































































































































































































































































































































































































目的と経営委員会が「役員の職務の執行の監督」（法29条 1 項 2 号）をその
目的としていることとの関係を確認しておく必要がある。監査と監督の違




















































































































24　　早法 91 巻 1 号（2015）
























































　他方で、「役員の報酬、退職金および交際費」（法29条 1 項 1 号レ）とい



















































































































































































































































































もとより、 3 名の監査委員と 7 、 8 名の事務局にあまりに過大なことを求
めるべきではないかもしれないが、少なくとも、四半期に一回執行部向け
に四半期報告をすれば、「…監査委員は、監査委員会の職務の執行の状況
を経営委員会に報告しなければならない」（法39条 5 項）という法の要求を
果たしているというような姿勢は絶対に許すべきではない。私は NHK 全
体、経営委員会、監査委員会に対して、強いシンパシーを有しているが、
経営委員を退任するに当たって、ガバナンス問題を研究してきた者とし
て、この問題について専門的な見解を明らかにすることが自分に課せられ
た責務と考えた。今後、この問題が大いに議論され、NHK の望ましいガ
バナンスのあり方に関する議論が深まっていくことを期待したい。
